様式第1号（第5条関係）

	公益財団法人　東京都中小企業振興公社

理　　事　　長　　殿　
	＊　公　社　記　載　欄

	
	受付番号
	

	
	受付日
	

	
	受付者
	


住　　所　　
名　　称　　

代表者名　　　　　　　　　　実印

平成２６年度第１回募集　東京都地域中小企業応援ファンド

地域資源活用イノベーション創出助成事業　申請書
下記のとおり助成事業を実施したいので、別紙の書類を添えて、助成金の交付を申請します。

記

　１　申請テーマ

　　　[　]　都市課題解決型ビジネス
　　　[　]　地域資源活用型ビジネス

（20文字以内）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　２　助成対象事業の内容

　　　（別紙１）地域資源活用イノベーション創出助成事業交付実施計画書に記載のとおり
　３　助成金交付申請金額
	
	
	
	



内訳は（別紙２）助成事業資金計画書に記載のとおり

　４　助成事業期間　　平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日まで
　５　申請状況
	現在この助成金以外で申請している助成事業（国・都・公社等）

	申請先
	助成事業名
	テーマ
	助成金申請額
	本申請との関係

	
	
	
	
	同一 ・ 否


	 国・都・公社等から助成金の交付を受けた実績（過去５年間について直近のものから順に記載）

	年度
	申請先
	助成事業名
	テーマ
	助成金額

	
	
	
	
	


６　地域応援ナビゲータ利用状況
	現在または過去に利用した地域応援ナビゲータ

	年度
	支援団体名（地域応援ナビゲータ名）
	利用内容

	
	
	


（別紙１）
地域資源活用イノベーション創出助成事業交付実施計画書
１．申請者の概要

	フリガナ

企業名
	
	代表者名

（　　歳）

	登記上

所在地
	〒　　　－

	ＴＥＬ
	

	
	
	ＦＡＸ
	

	本社所在地
	〒　　　－


	ＴＥＬ
	

	
	
	ＦＡＸ
	

	連絡所在地
	〒　　　－

	ＴＥＬ
	

	
	
	ＦＡＸ
	

	ﾌﾘｶﾞﾅ

連絡担当者
	
	部署

（役職）
	

	ＵＲＬ
	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	メールによる施策情報等の提供（東京ﾈｯﾄｸﾗﾌﾞﾏｶﾞｼﾞﾝ）の配信希望
	　□配信希望(無料)　　　　□配信不要

	事業開始
（予定含む）
	創　　業　：　昭和　　年　　月　　日
法人設立　：　昭和　　年　　月　　日
	創業

年数
	　年　月
	H　　年　　月
末現在

	資本金

出資金
	千円

(うち大企業からの出資　　　千円)
	役員数
	常　勤　　人・非常勤　　人・計　　　人

	
	
	従業員数
	正社員　　人・パート　　人・計　　　人

	現有所有設備
	設 備 の 名 称
	台数
	使　用　目　的

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	業種
	
	主要製品
	
	企業概要
	

	年間売上高
	主要取引先
	所在地
	取引金額
	取引年数

	
	１
	
	
	
	千円
	

	
	２
	
	
	
	千円
	

	
	３
	
	
	
	千円
	

	
	その他
	
	
	千円
	

	
	合計
	
	
	千円
	

	工場等
	種別
	所在地
	備　考

	
	事務所
	
	

	
	工場
	
	

	
	その他

（　　　）
	
	


２．役員・株主名簿
　（※１複数の企業で申請する場合は全社分を提出、※２法人登記予定の方は予定者を記載）
平成　　年　　月　　日現在　
	役員・

株主

（注1）
	氏　　名

（注2）
	役職等

（注3）
	住　　　　所
	持ち株数
（株）
	持ち株比率（％）
	出資額

（円）
	大企業

に該当

	役員・

株主
	
	
	
	
	
	
	

	役員・

株主
	
	
	
	
	
	
	

	役員・

株主
	
	
	
	
	
	
	

	役員・

株主
	
	
	
	
	
	
	

	役員・

株主
	
	
	
	
	
	
	

	役員・

株主
	
	
	
	
	
	
	

	役員・

株主
	
	
	
	
	
	
	

	役員・

株主
	
	
	
	
	
	
	

	役員・

株主
	
	
	
	
	
	
	

	役員・

株主
	
	
	
	
	
	
	

	（注記）履歴事項全部証明書又は確定申告書別表２の提出時と本記載内容が異なる場合のみ⇒理由：


	合　計
	
	
	
	


（注1）いずれか又は両方を　□（囲い文字等）　で囲む。

（注2）株主全員を記載。

（注3）役員の場合は役職を記載。役員以外の株主は、当社との関係（外注先等）及び職業(個人の場合)を記載。

３．助成事業の実施場所

　　助成事業の実施場所を記載してください。なお、実施場所はすべて記載し、主たる実施場所を明確にしてください(例：２ヶ所ある場合は２ヶ所とも記載)。また、実施場所が自社以外の場合は、企業名を記載し、自社との関係を明らかにしてください。
	名　　称
	
	所在地
	

	電　　話
	
	連絡担当者
	

	自社との関係
	

	最寄りの
交通機関
	　　　　　　線　　　　　　　　駅　　　　　　　　口　　下車　徒歩　　　分

　　　　　　バス　　　　　　　行き　　　　　停留所　　下車　徒歩　　　分


４．助成事業の説明
　　審査に必要ですので、助成事業期間全体について、分かりやすくかつ資料を用いるなどして具体的に説明してください。

　　＊本申請書様式をデータでダウンロードした方は，枠を自由に拡張して使用してください。

　　＊本申請書様式をデータでダウンロードしていない方で枠内に書ききれない場合は，「別紙１参照」などとし、別紙（補足説明資料）で説明してください。

４－１．都市課題・地域資源の説明
◎「都市課題解決型ビジネス」を選択した場合は、以下の欄に記載してください。

	①　解決する都市課題

	

	②　上記の課題が、東京の課題である根拠

	


◎「地域資源活用型ビジネス」を選択した場合は、以下の欄に記載してください。

	①　活用する地域資源

	

	②　上記の資源を、東京の地域資源とする根拠

	


４－２．事業の概要（事業の内容・目的・背景・動機・期待される波及効果等）

　　本助成事業で実現を目指す新たな取組みが、どのように地域活性化に寄与できるのか、３００字以内で記載してください（申請テーマが採択された場合、本内容を公表しますので、平易な表現を用いて簡潔に記載してください）

	


　※掲載事例(採択企業)は公社ホームページからご覧になれます。(http://www.tokyo-kosha.or.jp/support/josei/kigyo/index.html)

４－３．専門用語の解説　※解説が必要だと思われる用語があれば簡潔に記載してください。
	


４－４．達成する目標【助成事業完了の定義】
　　本助成事業の助成対象期間内（売上が上がる手前）で達成させる目標を記載してください。なお、ここで記載された目標が達成されない場合は、助成金の交付を受けることができませんので、実現可能性を考慮した目標を設定してください。
	助成事業終了時の達成目標
	目標の達成を証明する成果物（提出物）

	
	


４－５．助成事業終了後の事業展開（都市課題の解決状況、地域資源の活用状況）
　　助成事業終了後、中期（３年後）の展望を記載してください。

	


４－６．ビジネスモデル

	


４－７．新商品・新サービスの内容
	①　新商品・新サービスの説明（特徴、優位性、競合・類似するものとの違い）

	

	②　想定する価格

	

	③　新商品・新サービスの提供方法（流通など）

	

	④　広報の方法

	

	⑤　新商品・新サービスの革新性

	


４－８．市場性
	①　対象となる顧客ターゲット

	

	②　市場規模と動向（成長性など）

	

	③　助成事業終了後の収支予測

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

項　　　　　　目

１年後

２年後

３年後

①売上高

②売上原価

③売上総利益（①－②）

④販売費及び一般管理費

⑤営業利益（③－④）



	④　上記の収支予測の根拠

	


４－９．実現性
	①　助成事業の推進体制

	

	②　自社のノウハウ・技術力・設備

	

	③　自社の資金調達力

	


４－１０．地域への貢献度・波及度

	


４－１１．助成事業の目標達成に向け、把握している自社の課題とその解決方法

	


４－１２．助成事業の実施にあたっての法的課題の有無とその対応策、及び行政上の許認可について
	①　法的課題の有無とその対応策

	

	②　事業実施に必要な行政上の許認可　※該当する場合に記入

	ア．行政上の許認
※営業の種類、資格名を記載
	イ．当該許認可の有無

※該当するものを囲んでください
	ウ．今後の取得計画
※イ．で無しに該当する場合のみ記入

	
	 有り ・ 無し 
	


４－１３．産業財産権
	①　助成事業に係る産業財産権(工業所有)について、該当するものを囲んでください。

イ　助成事業に係る技術等について先行技術調査をして（いる・いない）

ロ　助成事業に必要な関連産業財産権（特許・実用新案・意匠・商標権）を出願又は保有して（いる・いない）

　　＊取得している場合種別及び番号を記載してください［　　　　　　　　　　　　　］

ハ　助成事業に必要な産業財産権（特許・実用新案・意匠・商標権）の実施許諾（を受ける予定）が（ある・ない）

　　＊実施許諾を受けている場合は種別及び番号を記載してください［　　　　　　　　　　　　　］

ニ　助成事業で開発するものを産業財産権（特許・実用新案・意匠・商標権）として出願する予定が（ある・ない）

	②　先行技術調査の方法及び結果（先行技術調査を実施した企業のみ記載）

イ　検索期間

　　

ロ　検索データベース

　　
ハ　検索式

　　

ニ　問題特許の有無（有の場合は特許番号等を記載してください）

　　


４－１４．その他（アピールポイント）
　　審査のポイントをふまえ、アピールしたいポイントを記載してください。
	


５．助成事業スケジュール

企業名：　　　　　　　　　　　　　　
	作 業 項 目


	助成期間
	実施内容

	
	26年
	27年
	28年
	

	
	8
～

9
月
	10
～

11
月
	12～

1
月
	2
～

3
月
	4
～

5
月
	6
～

7
月
	8
～

9
月
	10
～

11
月
	12
～

1
月
	2
～

3
月
	4
～

5
月
	6
～

7
月
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


６．外部委託等に関する計画書
　該当する経費を計上した場合に、以下の計画書を記入してください。
６－１．システム構築の計画書

　※　この計画書は、システム構築費（委託費に該当する場合を除く）を計上する場合に添付してください（必要に応じ、枠を増やして記載してください）。
	委託先
	名称
	

	
	住所
	

	
	担当部署
	
	役職/担当者
	

	
	ＵＲＬ
	
	電話番号
	

	委託先の主たる事業内容・製造等能力

	

	契約実施期間
	平成　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

	契約金額及び支払方法
	

	委託の内容

（選定理由も含む）


	


	委託先
	名称
	

	
	住所
	

	
	担当部署
	
	役職/担当者
	

	
	ＵＲＬ
	
	電話番号
	

	委託先の主たる事業内容・製造等能力

	

	契約実施期間
	平成　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

	契約金額及び支払方法
	

	委託の内容

（選定理由も含む）


	


６－２．委託計画書（システム構築費は除く）
　※　この計画書は、委託費（システム構築費に該当する場合は除く）を計上する場合に添付してください（必要に応じ、枠を増やして記載してください）。　
	委託先
	名称
	

	
	住所
	

	
	担当部署
	
	役職/担当者
	

	
	ＵＲＬ
	
	電話番号
	

	委託先の主たる事業内容・製造等能力

	

	契約実施期間
	平成　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

	契約金額及び支払方法
	

	委託の内容

（選定理由も含む）


	


	委託先
	名称
	

	
	住所
	

	
	担当部署
	
	役職/担当者
	

	
	ＵＲＬ
	
	電話番号
	

	委託先の主たる事業内容・製造等能力

	

	契約実施期間
	平成　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

	契約金額及び支払方法
	

	委託の内容

（選定理由も含む）


	


６－３．機器・備品購入計画書
　※この計画書は、機器・備品の経費にに１件あたり１００万円（税抜）を計上した場合に添付してください（必要に応じ、枠を増やして記載してください）。
	購入先
	名称
	

	
	住所
	

	
	担当部署
	
	役職/担当者
	

	
	ＵＲＬ
	
	電話番号
	

	購入品名

	

	購入予定期日
	平成　　年　　月　　日　

	契約金額及び支払方法
	

	当該機器・備品が本開発に必要な理由

（選定理由も含む）


	


６－４．専門家指導の計画書

　※この計画書は、専門家指導費を計上した場合に添付してください（必要に応じ、枠を増やして記載してください）。 （注）別紙指導者の履歴書も添付してください。

	技術の指導者
	氏名
	
	（略歴別紙）

	
	住所
	

	
	電話
	

	指導者の主たる実績
	

	契約実施期間
	平成　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

	契約金額及び支払方法
	

	技術指導の内容

（選定理由も含む）
	


６－４．別紙

（別紙）
履歴書
氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　
生年月日：　　　　　　　　　　　　　　　　
現住所：　　　　　　　　　　　　　　　　
（学歴）

（職歴）

（資格）

(注)この履歴書は、専門家指導費を計上した場合に添付してください。

６－５．イベント実施計画

　※この計画書は、イベント開催費を計上する場合に添付してください。
　　
	①イベント概要
　イベント内容：
　イベント集客予定数：　　　名

　イベント開催期間：　平成　　年　　月　　日　〜　平成　　年　　月　　日

　イベント開催場所：

　イベント経費総額：　　　　　　　　　　円

　　（　内　　訳　）
　　　　　会場借上費用　　　　　　　　　　　　　円
　　　　　会場設備等のレンタル料　　　　　　　　円
　　　　　機器・道具のレンタル料　　　　　　　　円
　　　　　運送費　　　　　　　　　　　　　　　　円

（会場までの運搬委託費・保険料含む）


	②本開発におけるイベントの必要性と期待できる効果



７．共同実施の場合の構成表

（注１）この構成表は複数企業で共同事業として申請する場合のみご記載ください。

（注２）本助成事業においての委託先と共同実施企業の違いは以下のとおりです。

　　　　委託先　　　　⇒　委託先への対価支払いを助成対象とする場合

　　　　共同実施企業　⇒　複数の中小企業者等がそれぞれの技術等経営資源を提供して行う事業で、その提携先が負担する材料費、機械装置等購入費、委託費等を助成対象とする場合
	共同事業実施構成
	代表企業
	企業名
	
	担当者名
	

	
	
	実施上の

役割
	
	助成事業に係る従事者数
	　人

	
	
	
	
	助成事業に要する経費負担
	自己資金
	
	千円

	
	
	
	
	
	借入金
	
	千円

	
	参加企業
	企業名
	
	担当者名
	

	
	
	実施上の

役割
	
	助成事業に係る従事者数
	　人

	
	
	
	
	助成事業に要する経費負担
	自己資金
	
	千円

	
	
	
	
	
	借入金
	
	千円

	
	
	国・都・公社から助成金を受けた実績
	年　度
	25年度
	24年度
	23年度
	22年度
	21年度

	
	
	
	助成事業名
	
	
	
	
	

	
	
	
	助成金額
	　　 千円
	　　 千円
	　　 千円
	　　 千円
	　　 千円

	
	参加企業
	企業名
	
	担当者名
	

	
	
	実施上の

役割
	
	助成事業に係る従事者数
	人

	
	
	
	
	助成事業に要する経費負担
	自己資金
	
	千円

	
	
	
	
	
	借入金
	
	千円

	
	
	国・都・公社から助成金を受けた実績
	年　度
	25年度
	24年度
	23年度
	22年度
	21年度

	
	
	
	助成事業名
	
	
	
	
	

	
	
	
	助成金額
	　　 千円
	　　 千円
	　　 千円
	　　 千円
	　　 千円


千円









